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(¥庸場)隠税庁「平成19年分取後所得税標本調査(税務統計から兇た申告所得税の爽餓)Jより作成。
 
Cii) 所得金額があっても験後納税額のない者(例えば費量付期告書警告提出した者)はtきまれていない。
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(合計所得金額:円}

また、申告本軍基を諸島択した場合の配当所得や源泉徴収で線税関係が終了した特絞ね話器における株主主等譲渡完持率撃や司母子所得者事も含まれていない。� 
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合計所得階級!f.lIJの摂得穂織の内訳(国税斤統計年報番:平成� 19年度〉� 
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 ・・・・� 
46.4第� 
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号事� 

.....5000万円� 
合計所得襲費総

5，692，9将人� 1，223，0凹人� 3総量� 316入� 178，289人� 143，173人目8，651人 勾，� 261人� 11.851人� 3 812人� 268人� 95人� 28入� 9人 人胤� 
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L 1
金融所得課税の権要� 

税率 
  

20 


10 


。� 
預貯金及び公社債|

等の刺子� i 

〈主主)伐とのほか、� F一時払い淡母密保換の差益J 

本側
〈肉 24~) 

20% 

上場株式等の配当
(大口以外}

本l'lll 
(H24-) 
20C}も

上場株式等
の譲渡益

r主主翼議後殺の給付矯てん金j や f主主主語読ま挙事Q)事1))患j 等も 20%~事幾分総襲撃電話とされている e 
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平成24年 ～区　分 平成21年 ～ 平成23年

公募株式投資信託の収益の分配等

　剰余金の配当・利益の配当
　・剰余金の分配等

　　　上場株式等の配当
　　　（大口以外）等
　　　　　　　　　　　　 （注）

上　記　以　外

１回の支払配当の金額が、

以下のもの

10万円×
配当計算期間

12

（注）「上場株式等の配当（大口以外）」とは、その株式等の保有割合が発行済株式又は出資の総数又は総額の５％未満である者が支払を受ける配当をいう。

　　①　申告不要（20％源泉徴収）  （所15％、住5％）

配　当　課　税　の　概　要

10％源泉徴収 （所7％、住3％）

【軽減税率 （～平成23年）】

10％ （所7％、住3％）

【軽減税率 （～平成23年）】

　　　　　　　　　　　　　　　又　は
　　②　総合課税（配当控除）　（所5～40％、住10％）

（注） 株式譲渡損との損益通算のため、20％申告分離課税 （所15％、住5％）も選択可。
　　　（平成22年分からは、特定口座における損益通算も可）

確  定  申  告  不  要
（20 ％ の 源 泉 徴 収）

（所20％）

総合課税（配当控除）　（所5～40％、住10％）
（20 ％ の 源 泉 徴 収）

（所20％）

申告不要と総合課税との選択
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( 株式譲渡離課税の特例� E 

区 分 現行制度 


《申告分離懇談》


上場株式等の譲渡益X20%(所得%、住5%)

幅 四 四 国 国 同 時 曲 師 同 ー ー 幅 四 耐 醐 帽 ・ーー幅四時醐冊骨骨--柚同柚冊帽�  F ー出幽幽榊酬酬由

上場株式等の� <-23年の特例喜善意〉

課税方式
 上場株式毒事の量産波数Xl0%(所7%、住3%)


a;※譲渡益の金額にかかわらず10%軽減税療を適用� 
告� 
g 

岨ーー--ー帽輔相幽-.-----峨柵 知山田---酬岬田--ー田市町制帽---幅明暗闇畑珊帽ー

上場株式考察の譲渡議X20%(所15%、住5%)

(源泉徴収税率)

s a欄勝・・・ー・幽附剛網"問ー舗網聡剛脈--・剛--向剛鵬剛附鮒剛耐-ー・・剛糊剛切剛側勝網・・・制制問但凶怖・

源泉徴収口座� 
lく-23年の特例滋雀〉� 2 


2
における源泉徴収� 
s 上場株主主勢の譲渡主主� ::<10%(高野7%、会主3%)
 
e 

: 
e 

※譲渡援の金重要にかかわらず織を器不要苛� •，' 
a a 

ー闇帽再曽田晴脚醐間四四回圃帥帥軸闇帽・E ・--剛ゆ醐同--四回伸榊酬酬柵酬同白幽醐四州開相周2
2


《申告分離課税》
その他の株式等

の課税方式 譲渡縫X20%(所15%、住5%)


(注1)上場株式等の譲渡損失の金額のうち、その年に控除しされない金額については、授年以後3若手認にわたり、
株式毒事に係る譲渡所得害容の金額及び上場株式等の配き議所得の金額からの繰越控徐湾。

(注2)平成21年より、上場株主主等の譲渡損失の金額があるときは、上場株式害容の配当所得の念緩から捜隊できる。� 

16 



利子・配当・株式譲渡益課税の沿革 ( 主 な も の )

年次� 利子課税 配当課税 株式滋渡益課税� 

総会畿を話。r器禁幾分裁滋択言葉税� -(35%). J 
63 ・5震幾分重義務鋭化� (20%)[f.持得税 15室、主主祭務総)I童話綴� 40年~

[ …~ 「i

・少額貯蓄審議事詩集淡禦j撲のE芸員IJ~雇ょと Il総会書票総� or源泉分重量選択譲宅建� (35%)c1銘務平総 n湾

〈場人事事少綴貯蓄事務課税母国i度iこ改革ID 来語善寺事)or申告不幸喜和IJJl(20完;)(1銭務総ぬ ñfIl~下総

平元

E違和� 28王手~� 

•H室員!J非課税

〈殴数多、売実議式警主主主、毒事議量級金誌は総合課税}� 

.n買知j課税化{以下のいずれかの方式を瀧沢〉

・申告分離祭税� (26%)[所得税 20語、住民税務]

・源泉分離選択課税(みなし明Ij;IA方式) (20%)(;主)

ーー __1_~____1:竺宇千円型ザ空空詩的空1::竺m ・H・-附網.耐… l_________一尚一一一一ー一一司・剛開明…一….網"・………一J一二戸?一平rfjIJ主?!宇一 ωωωω……mωω--- 恥働郎防 
15 -源泉分離選択霧税の廃止

-よ主義株式等〈大口以外〕の$~量不審喜の主題F割上限絞

め激務

-よ主事株主主害事〈大口以外) Iこ係る緩急議事謀本(1詰!%)

[語号機税務、住民税 3%)

〈学長走路王手 4 尭から-'1'-1l主~~手 3 Fliまで� n発行:

平成� 23王手� 12月まで])

16 

申告分離課税への一本化

〔源泉分離選択諜税の勝広}


・上場株式等に係る税務引下げ� (26%司� 20%)
{所得税 15昔、伎主主税務]

-上場株主主号車iこf薬事事霊主義絞殺� (20%功� 10%)

[続得税務、金災後 3%l
〈率五主� 15王手� 1尭から-'1'-英語� 19年� 12J号まで[渓行

:平成 23王手� 12月� 2まで])
・上場株式等の畿波主義幸たの車業総披露金制度の室経設

・非上場株式に係� 15税率引下げ� (26%司� -20%)
[所得税 15%、住民税� 5%) 

2O I l.胤株式等の申告分離課税の創設(平成� 21年� 1 I上場株式等の蹴損失柵酬との聞の損益速算� 
月から)

'-'1'-足立 24王手から実施されるよ犠徐まえ号事!こ係る税率

の� 20%本員IJ税率化iこあわせて、少毒薬よ機株主主害事iこ
主張る忽当所得0)非喜重税綾霊堂審議入

の仕組みを準入(平成� 21年分から。なお、特定ロ
座を車j周した繍主主滋算lま-'1'-高~ 22年分カら)

-平成 24年から実施宮れるよ場株式毒事に係る税率

のお%本員)J税務f!::にあわぜて、少量翼よ場株式等に

係る譲渡務事専の要事綴綴季最後悲話事入

(~主) -'1'-員誌 3忘年iこ滋人容れた源泉分裁選択芸事淡寄せ波紋、お{箆の� 5%を� fみなし霊童話主主義j として怒言語〈署員率� 20%、宅建毒薬i主主主主義の� 1揺〉ずるもの{平成� s年
 
4 Fl18より?みなし簸渡益j を� 5.25%、宅延護軍奮し� 05%に改正}。


);(衰の税務の防護聖書総織のないものは、 E時得定患のみの続縦である扱� 

22 
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